　　特 定 農 地 貸 付 規 程
（目的）

第１条　この規程は、農業者以外の者が野菜や花等を栽培して、自然に触れ合うとともに、農業に対する理解を深めること等を目的に半田市が行う特定農地貸付け（以下「貸付け」という。）の実施・運営に関し必要な事項を定める。
（貸付主体）

第２条　本貸付けは、半田市（以下「貸付主体」という。）が実施するものとする。
（貸付対象農地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第３条　貸付けに係る農地（以下「貸付農地」という。）の所在、地番、面積及び貸付主　　　　体が貸付農地について有し、又は取得しようとする所有権又は使用及び収益を目的とする権利の種類（貸付農地について所有権又は使用及び収益を目的とする権利を取得する場合は、貸付農地の所有者の氏名又は名称及び住所を含む。）は、別表のとおりとする。
（貸付条件）

第４条　貸付条件は、次のとおりとする。

（１）申込みをすることができる者は、半田市内に住所を有する者とし、申込書の提出は１回の募集に対して１世帯１回限りとする。ただし、市長が認める場合はこの限りではない。
（２）貸付期間は、貸付期間の開始日から当該開始日の属する年度の３月３１日までとするが、１年毎に延長できるものとする。ただし、市民農園として利用している土地の賃貸借期間終了の場合は、この限りではない。
（３）貸付区画は、１世帯について１区画とする。
（４）貸付けに係る賃料（以下「使用料」という。）は、一区画当たり年間１０，０００円とする。

（５）貸付けを受ける者（以下「借受者」という。）は、使用料を貸付け開始日から１か月以内に支払うものとする。
２　　貸付農地において次に掲げる行為をしてはならないものとする。
（１）建物及び工作物を設置すること。

（２）営利を目的として作物を栽培すること。

（３）貸付農地を転貸すること。

（４）野菜や花等の栽培以外の用途に使用すること。
（５）永年作物又は果樹類の栽培をすること。
（６）近隣の土地又は指定された区画以外への立ち入り及び不法駐車等近隣の住民や他の借受者に迷惑を及ぼすこと。
（７）廃物、汚物又は資材等の農作物栽培に必要としない物の搬入及び耕土の搬出をすること。

（８）その他農園の運営目的に反すること。
（募集の方法）

第５条　貸付けを受けようとする者の募集は、半田市が発行する広報誌等に掲載することによる一般公募とする。
（選考の方法）
第６条　貸付主体は、第４の１の（１）及び第５の規定に基づき申込みをした者の中から借受者を決定するものとする。

２　　申込みをした者の数が募集した数を上回る場合は抽選により借受者を決定するも　　のとする。

３　　貸付主体は、１又は２により借受者を決定した場合は、その旨を当該者に通知するものとする。

（継続の方法）
第７条　貸付期間の延長を受けようとする者にあっては、貸付期間満了日の３か月前までに貸付主体へ申込書を提出しなければならないものとする。

（貸付農地の管理・運営等）

第８条　貸付主体は、貸付農地及び施設の適切な維持・管理に努めるものとする。
（貸付契約の解除等）

第９条　次の各号に該当するときは、貸付契約を解約することができる。

（１）借受者が貸付契約の解約を申し出たとき
（２）第４の２に掲げる行為をしたとき

（３）貸付農地を正当な理由なく耕作しないとき

（４）借受者が使用料を支払わないとき
（５）貸付主体の指導等に従わないとき
（貸付農地の返還）

第10条　借受者は、第４の１の（２）の規定による貸付期間が終了したとき又は第９の規定により解約をしたときは、すみやかに貸付農地を現状に復し返還しなければならない。
（使用料の不還付）

第11条　既に納めた使用料は、還付しない。ただし、次に掲げる事由に該当する場合は、その一部又は全部を還付することができる。
（1） 借受者の責任でない事由で貸付けができなくなった場合

（2） 貸付主体が相当な理由があると認めたとき

（損害賠償）
第12条　借受者は、故意又は過失によって貸付農地の施設等を損傷し、又は滅失したときは、それによって生じた損害を賠償しなければならない。但し、貸付主体が損害を賠償させることが適当でないと認めるときはこの限りではない。

（損失補償）

第13条　貸付主体は、借受者の栽培作物、所有物品等に生じた損失については補償しない。
（雑則）

第14条　この規程に定めた事項のほか、必要な事項は貸付主体が別に定める。

　

附　則

　　　この規程は、「特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律」（平成元年法律第５８号）第３条第３項の規定による農業委員会の承認のあった日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（承認日：平成２１年４月２２日）
　　　この規程は、「特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律施行令」（平成元年九月八日政令第２５８号）第４条第１項の規定（特定農地貸付けの変更等）による農業委員会の承認のあった日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（承認日：平成２２年４月２３日）

　　　この規程は、「特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律施行令」（平成元年九月八日政令第２５８号）第４条第１項の規定（特定農地貸付けの変更等）による農業委員会の承認のあった日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（承認日：平成２３年４月２５日）

この規程は、「特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律施行令」（平成元年九月八日政令第２５８号）第４条第１項の規定（特定農地貸付けの変更等）による農業委員会の承認のあった日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（承認日：平成２４年４月２０日）
この規程は、「特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律施行令」（平成元年九月八日政令第２５８号）第４条第１項の規定（特定農地貸付けの変更等）による農業委員会の承認のあった日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （承認日：平成２５年３月２２日）
　　 この規程は、平成２６年１２月１日から施行する。
この規程は、「特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律施行令」（平成元年九月八日政令第２５８号）第４条第１項の規定（特定農地貸付けの変更等）により令和４年２月１８日に農業委員会の承認を受け、令和４年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （承認日：令和４年２月１８日）

